
特定非営利活動法人ソーシヤルイノベーション協姜バンク定款

第 1章 総 則

(名  称 )
第 1条  この法人は、特定非営利活動法人ソーシャルイノベーション協奏バンクと

いう。また、英文名をBank Of SOCial innOVatiOn COncertと いい、略称

をBankSI U Cと する。

(事務所 )

第 2条  この法人は、主たる事務所を東京都調布市隅布ケ丘―丁目5番地1 日立大学
法人電気通信大学内に置く。

2こ の法人は、前項のほか、その他の事務所を東京都調布市深大寺東町 6丁 目27
番 28号に置く。

(目  的 )
第 3条  この法人は、広く一般市民を対彙として、家庭環境や経済的問題に起因する
子どもの教育・食事に関する貢献活動、高齢者の健康増進に関する活動、地域のつ

ながり創出活動、地域住民から取得したデータを利活用することによる生活改善活

動などを通じて、かけがえのない人生を浪費することなく、多くの人がワクワクす

るような潤いのある豊かな持観的社会を実現するために、産学官民や協奏者 (主旨

に費同する人)と 一緒に、社会課題の解決と経済的価値の綱出、つまり、ソーシヤ

ルイノベーションを実現することを目的とする。

(特定非営利活動の種類)

第 4条  この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行
つ 。

(1)保健、医療又は福社の増進を回る活動

(2)社会教育の推進を回る活動

(3)ま ちづくりの推進を回る活動

(4)学術、文化、芸術又はスポーツの機興を回る活動

(5)地域安全活動

(6)子 どもの健全育成を回る活動

(7)情報化社会の発展を図る活動

(8)科学技術の振興を図る活動

(9)経済活動の活性化を回る活動

(10)職彙能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

(11)前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助

の活動

(事業の種類 )

第 5条  この法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業とし
て、次の事業を行 う。



(1)子 どもに対する支援・教育事業
(2)高齢者に関する健康増進事業
(3)地域住民のつながり創出・活性化に関わる事業
(4)地域住民から取得したデータ利活用に関する事業
(5)その他目的を達成するために必要な事業

2 この法人は、次のその他の事業を行う。
(1)物品・飲食の販売事業
(2)ホームページ・ SNSへ の広告掲載事業
(3)コ ンサルティング事業

(4)教育研修事業

3 前項に掲げる事業は、第 1■に掲げる事業に支障がない限り行うものとし、そ
の利益は、第 1項に掲げる事業に充てるものとする。

第 2章 会 員
(種 別)
第 6条  この法人の会員は、次の 3種 とし、正会員をもって特定非営利活動促進法

(以下「法」という。)上の社員とする。
(1)正会員  この法人の目的に賛同して入会した個人及び団体
(2)賛助会員 この法人の目的に■同じ賛助するために入金した個人及び団体
(3)協奏会員 この法人の目的に賛同し、法人の活動に,加する個人

(入 会 )
第 7条 会員の入会について、特に条件は定めない。
2 会員として入会しようとするものは、代表理事が別に定める入会申込書によ
り、

代表理事に申し込むものとする。

3 代表理事は、前項の申し込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を認
めなければならない。

4 代表理事は、第 2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した
書面をもつて本人にその旨を通知しなければならない。

(会費)

第8条 会員は、総会において別に定める会■を納入しなければならない。

(会員の資格の喪失 )

第 9条 会員が次の各号の一に腋当する場合には、その資格を喪失する。
(1)退会届の提出をしたとき。
(2)本人が死亡 し、若 しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅 したと
き。

(3)組織 して 1年以上会費を滞納 したとき。
(4)除名されたとき。

(退 会 )
第 10条 会員は、代表理事が別に定める退会届を代表理事に提出して、任意に退会す
ることができる。



(除 名 )
第11条 会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを除名す
ることができる。

(1)こ の定款に違反したとき。
(2)こ の法人の名書を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。
2 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、籠決の前に当腋会員に弁明
の機会を与えなければならない。

第 3章 役 員

(種別及び定数 )

第12条  この法人に、次の役員を置 く。
(1)理事 3人以上 15人以内
(2)監事  1人以上 3人以内
2 理事のうち 1人を代表理事とし、 1人以上 5人以内を副代表理事とする。

(選任等 )

第13条 理事及び監事は、総会において選任する。
2 代表理事及び副代表理事は、理事の互遇とする。
3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配儡者若しくは3親等以内の
親族が1人 を超えて含まれ、又は当餞役員並びにその配偶者及び3親等以内の親
族が役員の総数の3分の 1を超えて含まれることになってはならない。
4 法第20条各号のいずれかに歓当する者は、この法人の役員になることができな
い 。

5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。

(職 務 )
第14条 代表理事は、この法人を代表し、その業務を総理する。
2 代表理事以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表しない。
3 ■代表理事は、代表理事を補佐し、代表理事に事故があるとき又は代表理事が
欠けたときは、代表理事があらかじめ指名した日序によって、その職務を代行す

る。

4 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び総会又は理事会の籠決に基づ
き、この法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる職務を行う。
(1)理事の業務執行の状況を監査すること。
(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監童の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為
又は法令若しくは定款に違反する■大な事実があることを発見した場合には、

これを総会又は所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。
(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述
べること。

〈任期等 )



第15条 役員の任期は、 2年 とする。ただし、再任を妨げない。
2 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現
任者の任期の残存期間とする。

3 前 2項の規定にかかわらず、任期満了前に、総会において後任の役員が選任さ
れた場合は、当麟総会が終結するまでを任期とする。また、任期満了後、後任の

役員が選任されていない場合には、任期の末日後最初の総会が終結するまでその

任期を延長する。

4 役員は、辞任または任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職
務を行わなければならない。

(欠員補充 )

第 16条 理事又は監事のうち、その定数の 3分の 1を超える者が欠けたときは、遅滞
なくこれを補充 しなければならない。

(解 任 )
第 17条 役員が次の各号の―に該当する場合には、総会の饉決により、これを解任す
ることができる。

(1)心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認め られるとき。

(2)職務上の義務違反その他役員としてふさわ しくない行為があつたとき。
2 前項の規定により役員を解任 しようとする場合は、議決の前に当敵役員に弁明
の機会を与えなければならない。

(報酬等 )

第18条 役員は、その総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。
2 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。
3 前 2項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、代表理事が別に定める。

第 4章 会 議

(種 別 )
第 19条  この法人の会饉は、総会及び理事会の 2種 とする。
2 総会は、通常総会及び臨時総会とする。

(総会の構成 )

第20条 総会は、正会員をもつて構成する。

(総会の権能 )

第21条 総会は、以下の事項について議決する。
(1)定款の変更
(2)解散及び合併
(3)会 員の除名
(4)役 員の選任及び解任
(5)役 員の職務及び報酬
(6)入会金及び会費の額
(7)その他運営に関する重要事項



(総会の開催 )

第22条 通常総会は、毎年 1回開催する。
2 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)理事会が必要と認め、招集の睛求をしたとき。
(2)正会員総数の 5分の 1以上から会議の目的を記載した書面により招集の請求
があったとき。

(3)監事が第14条第 5項第 4号の規定に基づいて招集するとき。

(総会の招集 )

第23条 総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、代表現事が招集する。
2 代表理事は、前条第 2項第 1号及び第 2号の規定による請求があつたときは、
その日から30日 以内に臨時総会を招集しなければならない。

3 総会を招集するときには、会臓の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書
面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも 5日 前までに通知しなければな

らない。

(総会の議長 )

第24条 総会の議長は、その総会に出席した正会員の中から選出する。

(総会の定足数 )

第25条 総会は、正会員総数の 2分の 1以上の出席がなければ開会することはできな
い。

(総会の議決 )

第26条 総会における臓決事項は、第23条第 3項の規定によつてあらか じめ通知 した
事項とする。ただし、緊急の場合については、総会出席者の2分の1以上の同意

により議題とすることができる。

2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席 した正会員の過半数をも
つて決 し、可否同数のときは、臓長の決するところによる。

3 理事又は正会員が、総会の目的である事項について提案 した場合において、正
会員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を

可決する旨の社員総会の決臓があったものとみなす。

(総会での表決権等 )

第27条 各正会員の衰決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された
事項について書面若しくは電磁的方法をもつて表決し、又は他の正会員を代理人

として表決を委任することができる。

3 前項の規定により表決した正会員は、前 2条及び次彙第 1項の適用について
は、総会に出席したものとみなす。

4 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加
わることができない。

(総会の議事録 )

第28条 総会の議事については、次の事項を記載した腱事録を作成しなければならな
い 。

(1)日 時及び場所
(2)正会員総数及び出席者数 (書面苦しくは電磁的方法による表決者又は表決委



任者がある場合にあつては、その数を付記すること。 )

(3)審議事項
(4)議事の経過の概要及び議決の結果
(5)議事録署名人の選任に関する事項
2 議事録には、餞長及び総会において選任された饉事録署名人 2人が、記名押印
又は署名しなければならない。

3 前 2項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録による同意の意
思表示をしたことにより、総会の決目があつたとみなされた場合においては、次

の事項を記載した餞事録を作成しなければならない。

(1)総会の決議があつたものとみなされた事項の内容
(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称
(3)総会の決臓があつたものとみなされた日及び正会員総数
(4)議事録の作成に係る職務を行つた者の氏名

(理事会の構成 )

第29条 理事会は、理事をもって構成する。

(理事会の権能 )

第30条 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。
(1)総会に付議すべき事項
(2)総会の議決した事項の執行に関する事項
(3)その他総会の饉決を要しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催 )

第31条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)代表理事が必要と認めたとき。
(2)理事総数の 2分の 1以上から理事会の目的である事項を認載 した0面により
招集の請求があつたとき。

(理事会の招集 )

第32条 理事会は、代表理事が招集する。
2 代表理事は、前条第 2号の規定による請求があつたときは、その日から14日 以
内に理事会を招集しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会臓の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書
面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも 5日前までに通知しなければな

らない。

(理事会の饉長 )

第 33条  理事会の議長は、代表理事がこれにあたる。

(理事会の議決 )

第34条  理事会における議決事項は、第32条第 3項の規定によってあらかじめ通知 し
た事項とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもつて決 し、可否同数のときは、日長の
決するところによる。

(理事会での表決権等 )



第35条  各理事の表決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された
事項について書面をもつて表決することができる。

3 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第 1項の適用については、理
事会に出席したものとみなす。

4 理事会の議決について,特別の利害田係を有する理事は、その議事の臓決に加
わることができない。

(理事会の議事録)

第36条 理事会の議事については、次の事項を記載した臓事録を作成しなければなら
ない。

(1)日 時及び場所
(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名 (書面表決者にあつては、その旨を付記
すること。 )

(3)審臓事項
(4)臓事の経過の概要及び議決の結果
(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人 2人が記名押
印又は署名しなければならない。

第 5章 資 産
(責産の構成 )

第37条

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもつて構成する。

設立当初の財産目録に記載された資産

入金金及び会費

寄附金品

財産から生じる収益

事業に伴う収益

その他の収益

(資産の区分 )

第38条  この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する責産、その他の事業
に関する資産の 2種 とする。

(資産の管理 )

第39条  この法人の資産は、代表理事が管理 し、その方法は、理事会の議決を経て、
代表理事が別に定める。

第 6章 会 計

(会計の原則 )

第40条  この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従つて行わなければならな
い 。



(会計の区分 )

第41条  この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計、その他の事業会計の 2
種とする。

(事業年度 )

第42条  この法人の事業年度は、毎年 1月 1日 に始まり、12月 31日 に終わる。

(事業計画及び予算 )

第43条  この法人の事業計画及びこれに伴う予算は、毎事業年度、代表理事が作成
し、理事会の臓決を経なければならない。

(暫定予算〉

第44条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないとき
は、代表理事は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に

準じ収益費用を講じることができる。

2 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。

(予算の追加及び更正 )

第45条 予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、理事会の議決を経て、既定
予算の追加又は更正をすることができる。

(事業報告及び決算 )

第46条  この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等決算に関す
る書類は、毎事業年度終了後、速やかに、代表理事が作成し、監事の監査を受

け、理事会の議決を経なければならない。

2 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。

(臨機の措置 )

第47条 予算をもつて定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担を
し、又は権利の放栞をしようとするときは、理事会の口決を経なければならない。

第 7章 定款の変更、解散及び合併

(定款の変更 )

第48条  この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の 4分の
3以上の多数による議決を経、かつ、法第25条第 3項に規定する事項について
は、所轄庁の認証を得なければならない。

2 この法人の定歌を変更 (前項の規定により所轄庁の認肛を得なければならない
事項を除く。)したときは、所轄庁に届け出なければならない。

(解 散 )
第49条  この法人は、次に掲げる事由により解散する。
(1)総会の決議
(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

(4)合併



(5)破産手続開始の決定

(6)所轄庁による設立の認証の取消し

2 前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の 4分の 3以
上の構決を経なければならない。

3 第 1項第 2号の事由によりこの法人が解散するときは、所轄庁の認定を得なけ
ればならない。

(残余財産の帰属 )

第50条  この法人が解散 (合併又は破産手続開始の決定による解散を除く。)したと
きに残存する財産は、法第11条第 3項に掲げる者のうち、理事会において議決

したものに譲まするものとする。

(合 併 )
第51条  この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の 4分の 3以
上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。

第 8章 公告の方法
(公告の方法 )

第52条  この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載して
行う。ただし、法第28条の 2第 1項に規定する貸借対照表の公告については、
この法人のホームページにおいて行う。

第 9章 事務局

(事務局の設置 )

第53条  この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができ
る。

2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置くことができる。

(職員の任免 )

第54条 事務局長及び職員の任免は、代表理事が行う。

(組織及び運営 )

第55条 事務局の組織及び運営に関 し必要な事項は、理事会の饉決を経て、代表理事
が別に定める。

第10章 雑 則

(細 則 )
第56条  この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、代表理事がこ
れを定める。

附 則
1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。



2 この法人の設立当初の役員は,次のとおりとする。

3 この法人の設立当初の役員の任期は、第15条第 1項の規定にかかわらず、この法
人の成立の日から令和5年 12月 31日 までとする。

4 この法人の設立当初の事業年度は、第42条の規定にかかわらず、この法人の成立
の日から令和4年 12月 31日 までとする。

5 この法人の設立当初の事業計日及び予算は、第43条の規定にかかわらず、設立総
会の定めるところによる。

6 この法人の設立当初の年会費は、第 8条の規定にかかわらず、次に掲げる額とす
る。ただし、年収が155万円以下の場合、正会員、賛助会員ともに年会費は0円 とす

る。また、協秦会員については、年会費を0円 とする。

年会費

憲一

修

原

層

河

松

大事

事

理

理

表

表

代

代

副

同        中 日 ■
監事        山 田 良 輔

同     堀 口
=吾

理事        吉 田 美 里
同     笠 原 裕 司

同     松 浦 奈 緒 子

正会員  (個人 )
正会員  (団体 )
賛助会員 (個人 )

賛助会員 (団体 )

3,000円

30,000円

1,000円

10,000円



書式第 8号 (法第 10条 。第25条関係)

設立・定款変更用

2025年度 事 業 計 画 書

織

"囀
后●法人2ニユ」口!笙Lと

`=シ
ョ2aロセニと2

1 事業実蔵の方針
χ)26年度は.2024年度に,|き籠さ東京都●布市t颯点とした「全べて測って集うて 地城の●鷹増適

拠点 滉・ (ЛN)]を中心に多世代を対0と し燎 嗜tと地埼活性化に取り菫む予定である.すでに設

[済みのデジタル嗜康0■類 (件菫咸.野菜姜取■、^モ´ロピンはなどの口定が可籠)を,をよりもき

らに活用を促進するために、仁嗜撃奎を口僣することを■●している。また、地元商店街などとの連携強

化による地嬌イ人ント開僣^椰力する.

一方.人件■.鷹材料価格や光輛■の高●により寄付を中心とした収益■造だけで賄うことは非常に

困難であると事断し.構成員の鬱力やスキルを活用した事業会社●へのコンサルティングや崚青■
`を実施することにより、本来事業の姜全として充当することを計画して|ヽる。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【  5,871 】千円 )
足訳
さ
事

に記載
れた
業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数
ぜ摯薯
範囲

受企
対象者
人数
群秀

子どもに対す
る支援・教育
事業

子ども食堂の開催 (深大

秀「
町こども食堂と協

2025/ 7
2025/10

゛
"="クト

(JIN)

2人 蘭 布 雨
地 域 住
民 (子 ど
も)

16人 0

量慇震指擢事
叢∫ 酵 羅 鯰 警 貫
モグロビン推定値などの
定量値を無料でいつでも
測定できる環境を提供し
た。また、健康増進に関わ

畠言菅宅P選農足自よ最
食 (古代小麦パンなど)を
提供 している。

2025/1

～ 12

ラ

"
(JIN)

5人 調布市

地 域 住

民

のベ

1,000 _人

以上を想
定 (地域
住民のつ
ながり創
出・活性
化に関わ
る事業と
合算した
人数 )

5,871

(地域住

民のつな

が り 創
出・活性

化に関わ

る事業と

合算した

金額)

地域住民のつ

ながり創出 。

活性化に関わ

る事業

以下の内容を実施 した。
■地域共生に資するプロ
グラム

存醤貧曇更瘍参薔[餐容
支援及び梅の湯における

イジデ)寧欝希欝催奥深
大寺まちのハ レの日に出
店

茶

き

■
決

飲料の調達 (コーヒ
:Velvet Coffee、  ホE

虔曇酔の鍬(こま
克袋
ノ
!透馨重整妻の解

に資するプログラム
飲食事業の提供 (来店

2025/1
～ 12

深"

(JIN)

及び

電気通信
大学

5人
地域

住民

のベ

1,000.人
以上が利
用
(高齢者
に関する

警羹言携
わせた人
数)

5.871
(高齢者
に関する
健康増進
事業とあ
わせた金
額)



雰垢FぁI雪?」露争倉
は行きづらい人や、団体
行動を望まない人の新た
な受け皿になっている)
・スマホ相談・地域の困

難計解決(3(Ю回以
上

・ミニイベントの開催
(地域人材の活用)
■その他
。各種研究協力

寿露窯吏努事撃9雫重要
薔覆霜委肇

11雲茫絶
:響

暑
体が制作するアプリ活用
支援など)

,i計名璽暫i亀畢基金程
lξ
ントなどの告知及び

地域住民から

取得したデー

タ利活用に関

する事業

当年度はアプリ利用では
なく、紙に記録すること
から開始する。

2025/6

2025/9

2025/12

こ
"="クト

(JIN)

5人 地域

住民

のベ

50人

その他目的を

達成するため

に必要な事業

現時点で実施する予定は
ない。

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【  0 】千円)
疋歌 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

惣男彗曇食
の
現時点では予定なし。

ホ ー ム ペ ー
ジ。SNSへの広
告掲載事業

下半期にホームページをリニューアルする予
定だが、広告掲載は現時点では未定。

コンサルテイ
ング事業

様々な業界の調査分析関連業務について企業
等からの依頼を受話する。

2025ノ4～
12

電気通信
大学
2人 0

教育研修事業
ビジネスマン向けの教育研修について企業等
からの依頼を受託する。

202[i/10
～ 12

企業から
の要請に
よる
2人 0



書式第8号 (法第 10条・第25条関係)

設立・定款変更用

2026年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人ソーシャルイノベーション協姜バンク

1 事業実施の方針
2026年度は、2025年度に引き続き東京都調布市を拠点とした「食べて測って集って 地域の健康増進

拠点 深"(JIN)」 を中心に多世代を対象とした健康増進と地域活性化に取り組むことを想定している。

すでに設置済みのデジタル健康器具類 (体組成、野菜摂取量、ヘモグロビン値などの測定が可能)を現在

よりもさらに活用を促進するために、健康教室などのリアル開催に加え、アプリ活用によるデータ蓄積

の仕組み構築に向けたパイロットを実施する。また、地元商店街などとの連携強化による地域イベント

開催へも引き続き協力する。

一方、インフレが加速することによる原材料価格や光熟費の高騰により、運営費用が大幅に増加する

ことが見込まれる。より多くの寄付、特に企業からの寄付金を集めるために認定 NPO法人化を目指す。

また、前年度に引き続き構成員の能力やスキルを活用した事業会社等へのコンサルティングや教育研修

を実施することにより、安定的な本来事業の運営資金源として確保し、充当することを計画している。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用【  6,782 1千円 )
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数
ぞ禁薯
範囲
ξ雪¥
人数
雇岸雰

子どもに対す
る支援・教育
事業

子ども食堂の開催 (深大
寺東町 こども食堂 と協
力)

2026/ 7
2026/10

ツ■
="●ド

(JID

2人 酬 布 雨
地 域 住
民 (子ど
も)

16人 0

言雹震婚彊事
業

叢ご督葎幕編纏警奨モグロビン推定値などの
喬是辱ξ誉婁夏T2漠 L
た。また、健康増進に関わ

島言菅宅F庭農是負よ最
全 K古代小麦パンなど)を
提供している。

2026/1

～ 12

劇

"=","

(JIN)

5人 調布市

地 域 住

民

のベ

1,000 人
以上を想
定 (地域
住民のつ
ながり創
出・活性

を事異セ
合算した
人数)

6,782

(地域住

民のつな

が り 創

出・活性

化に関わ

る事業と

合算した

金額)

地域住民のつ

ながり創出・

活性化に関わ

る事業

タリ曇異2危委響をうЪ
右雲貧曇吏原拿薔響羹呑

τ雰,S撃鼻乗揚種I桑
大寺まちのハ レの日に出
店

茶

飲料の調達 (コ ーヒ
: Velvet Coffee、  紅
:風車 )_
。地元
き農国
・古代

野菜の提供 (こま
)

小麦栽培教室

2026/1

～ 12

深"

OIN)

及び

電気通信
大学

5人
地域

住民

のベ

1,000人
以上が利
用
(高齢者
に関する

撃霙習晰
わせた人
数 )

5,871
(高齢者
に関する
健康増進
事業とあ
わせた金
額)



■地域 。生活ニーズの解
決に資するプログラム

著楚饉言誉鼻楊誉野季蓉
の郷」のような居場所に
は行きづらい人や、団体
行動を望まない人の新た
な受け皿になっている)
・スマホ相談・地域の困

難ぼ声解決(3∞回以上
・ミニイベントの開催
(地域人材の活用)
■その他
・各種研究協力

繰 倶更努要騨 雫董髪
通の利用促進

♂ 竃型瑠電島 黒基鍬
イベントなどの告知及び
集客

地域住民から

取得したデー

タ利活用に関

する事業

アプ リ利

曹難早
用によるデータ
するパイロット
る。

2026/7

～ 12

深"

(JIN)

5人 地域

住民

のベ

20～ 50
人程度

その他 目的を

達成するため

に必要な事業

現時点で実施する予定は
ない。

(2)その他の事業 (事業費の総費用 1  0 】千円)
定欣に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

惣曼撃曇食
の
現時点では予定なし。

ホ ー ム ペ ー
ジ・SNSへの広
告掲載事業

広告掲載は現時点では未定。

コンサルティ
ング事業

様々な業界の調査分析関連業務について企業
等からの依頼を受話する。

2026ノ 1～
12

電気通信
大学
2人 0

教育研修事業
ビジネス
からの依

マン向けの教育研修について企業等
頼を受託する。

2026/1
-12

企業から
の要請に
よる
2人 0



2025年度 活助予算書 (その他事業がと登場合)
設立・定款変更用

特定非営利活動法人ソーシャルイノベーション協奏バンク

特定非営利活動に係る事業 その他事業
科 目

金   額 小計・合計 金  額 1 小計・合計
4.566.500 700.000 5,266.500

2.900.000

500,000

2.400.000

0 2,900,000

300,000

300,000 300,000

800,000

566.500

1.366.500 700.000 2,066,500

700.000

経 常 収 益 計

【A】 経 常 収 益

4.566.500 700.000 5.266.500

6.871.840 5,871,840

5.600.000

1,800,000

1.800,000 1,800,000

1,800,000

50,

120,

400.

1,380.

100,

500,

500,

300,

250,

50,

150.

000

000

000

000

000

000

000

000

000

000

000

3.800,000 3.800,000

50,000

120,000

400,000

1.380,000

100,000

500,000

500,000

300,000

250,000

60,000

150,000

5.600,000 5,600,000

271.840

271.340

271.041

271,840

271,840

271.840

271,840

271,840

【B

経 常 費 用 計 5,871.840 5.871,840

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 同 一 ①
1.305.340 700.000 605.340

C】 経 常 外 収 益

経 常 外 収 益 計

【

【D】 __量 _lL__■ _■ _用
経 常 外 費 用 計

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】 ・… ②

経 理 区 分 振 替 額 ・・・③ I luc cti ―ア∝じレ0

`=Ю
●●∝) -605.340

75,000

4,780,115

次 期 繰 撻 正 味 財 産 額 ④―⑤+⑥

税

4,099,775

書式第 10号 (法第 10条・第 25条関係 )

合計

(2)その他経費
旅費交通費

通信費

水道光熱費

地代家賃

広告宣伝費

委託費

材料費

修繕費

消耗品費

保険料

(1)人件費

(1)その他経費
地代家賃



書式第 10号 (法第 10条・第 25条関係 )

2026年度 活動予算書 (その他事業が塾五‐場合)
設立・定款変更用

特定非営利活動法人ソーシヤルイノベーション協奏バンク

特定非曽利活動に係る事業 その他事業

小計・合計
科 目

金  額 小計・合計 金  額
合計

5.300.000 1.200.000 6.500,000

3,600,0001

500,000

4.100.000 4.100,000

1.200.000

1.200.000 1.200.000

1,200.000

2,400,000

経 常 収 益 計

【A】 経 常 収 益

5.300.000 1.200.000 6.500.000

6.781.600 6,781,600

6.280,000

1,800,000

1.800,000 1,800,000

1,800,000

50,

120,

440,

1,380,

100,

500,

840,

500,

300,

50,

200,

000

000

000

000

000

000

000

000

000

000

000

4.480.000 4,480,000

50.000

120,000

440,000

1,380,000

100,000

500,000

840.000

500,000

300,000

50,000

200,000

6.280.000 6,280,000

501.600

501,600

501,600

501,600

501.600

501.600

501,600

501.600

経 常 費 用 計 6.781.600 6.781.600

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】 … ・① 1.481.600 1   1.200.000 -281.600

【C■ 二 」 外 取 ■
経 常 外 収 益 計

D】 経 常 外 費 用

経 常 外 費 用 計

【

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】 … ②

経 理 区 分 嬢 替 観 ・ … ③ /.2ししιC O oし 0―′2"
-2参 4ろ

`

こ ■
・
:‐ 20(:庁 ()00

-281.600

75,000

4,099,775

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ④―⑤+⑥

税

3,743.175

法人税、住民税及び事業税 ・・・⑥


